
（別紙１）業務フロー 



業務フロー一覧（５８フロー）

頁番号

1 介護保険 02 被保険者資格 01 住民情報異動等に伴う資格異動 1

02 被保険者証等再交付

03 自市町村住所地特例者把握

04 他市町村住所地特例者把握

05 適用除外施設入所者把握

03 保険料賦課 02 仮算定 6

03 仮徴収額変更

04 本算定

05 月割賦課

06 口座振替依頼

07 代理納付管理

08 減免・猶予管理

04 保険料収納 02 収納消込（自主納付・代理納付） 16

03 収納消込（口座振替）

04 収納消込（特別徴収）

05 還付・充当

06 納付証明書発行

07 督促

05 滞納管理 03 催告・猶予措置 23

04 滞納処分

06 受給者管理 01 減免／減額認定 27

02 負担割合

03 給付制限（償還払い化）

04 給付制限（一時差止）

05 給付制限（給付額減額）

06 給付制限（２号被保険者における保険給付差止）

07 国保連受給者異動

07 認定管理 01 要介護／要支援認定申請 38

02 認定調査

03 意見書作成

04 一次判定／二次判定（審査会）

05 要介護／要支援認定

06 認定更新勧奨

07 情報提供

08 処分延期通知

09 謝金・報酬支払

08 給付管理 02 居宅届出 47

03 償還（住宅改修費）

04 償還（福祉用具購入費）

05 償還（その他償還）

06 高額サービス費

07 支払通知

08 給付実績

09 高額合算（交付申請）

10 高額合算（支給申請）

11 介護給付費通知

09 統計・報告等 01 報告資料作成 63

10 総合事業 02 事業対象者 64

03 負担割合

04 国保連受給者異動

05 介護予防ケアマネジメント届出

06 償還（介護予防・日常生活支援総合事業費）

07 高額介護予防サービス費相当事業

08 支払通知

09 給付実績（介護予防・日常生活支援総合事業費）

10 高額医療合算介護予防サービス費相当事業（交付申請）

11 高額医療合算介護予防サービス費相当事業（支給申請）

12 介護給付費通知

※ 大分類01は、「介護保険共通」のため対象となる業務フローは無し。
※ 大分類03（保険料賦課）、04（保険料収納）、05（滞納管理）、08（給付管理）、10（総合事業）における
　 小分類01は、各大分類の共通となる業務のため対象となる業務フローは無し。

区分 大分類 小分類



介護保険システム

業務フロー【改定履歴】

版数 改定日 主な改定理由 改定箇所
改定区分

（追加／削除／変更）

第2.1版 令和5年3月31日 第2.1版公開 － －

05.滞納管理 - 02.滞納管理（督促） 削除

04.保険料収納 - 07.保険料収納（督促） 追加

07.認定管理 - 07.認定管理（情報提供） 変更

08.給付管理 - 02.給付管理（居宅届出） 変更

10.総合事業 - 05.総合事業（介護予防ケアマネ
ジメント届出）

変更

令和8年1月30日第5.1版 介護情報基盤対応

第3.0版 令和6年3月29日 検討会内容の反映



住民 介護保険担当課
住民記録
担当課

区分 1 介護保険 大分類 02 被保険者資格 小分類 01 住民情報異動等に伴う資格異動

転入・転出による異動
死亡に伴う異動 等

住民異動
情報等受領

被保険者
資格情報登録

介護保険
システム

被保険者証作成
（※2）

被保険者証送付
（※2）

資格取得

被保険者証
（※2）

介護保険
システム

被保険者証
（※2）

介護保険
システム

送付・手渡し

受給資格
証明書作成

受給資格
証明書送付

転出による
資格喪失

送付・手渡し

受給資格
証明書

介護保険
システム

死亡による資格喪失等

住民異動
対象者確認

住民情報
受領

住民情報等

住民情報等

受給資格
証明書

65歳到達による異動 等

年齢到達者等
確認

介護保険
システム

※ 住民異動情報の受領から
被保険者資格情報の登録まで
の運用については、バッチ処
理等による自動反映も含む。

※ 被保険者証、および受給資
格証明書の発行は、住民担当課
等の他部署で行う場合もあり。

※2 要介護／要支援認定の申請
中の場合は資格者証となる。

届出書・
申請書等
（※1）

※1 交付申請書は第２号被
保険者のみ。

被保険者証等
受領

受領
被保険者

証等

被保険者証等
受領

受領

作成の頻度は随時・
月次等は自治体の
運用による
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住民 介護保険担当課

施設・
他市町村

住民記録
担当課

区分 1 介護保険 大分類 02 被保険者資格 小分類 02 被保険者証等再交付

被保険者証等の
紛失・破損等以外

住民情報・
被保険者証等受領

対象者の確認 介護保険
システム

被保険者証等
作成

被保険者証等
送付

被保険者証等

介護保険
システム

被保険者証等

受領

再交付申請書

住民異動
情報等登録

介護保険
システム

施設入所・
退所連絡票等

被保険者証等の
紛失・破損等

再交付
申請書受領

送付・手渡し

施設入所・
退所連絡票等受領

被保険者証等
（※1）

受領

住民情報
受領

転居・
氏名変更等

施設入退所

受領

※ 転居等による被保険者証等の
再交付は、住民担当課等の他部
署で行う場合もあり。

※ 被保険者証及び負担割合証の
再交付申請は、介護保険ワンス
トップサービス（マイナポータ
ルのぴったりサービス）を利用
したオンライン申請も可能。

受領

※1 紛失以外の場合は、
再交付申請時に添付する。

再交付申請書の提出により、
運用するケースも含む。
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住民 介護保険担当課
住民記録
担当課

施設

他市町村

区分 1 介護保険 大分類 02 被保険者資格 小分類 03 自市町村住所地特例者把握

届出書・
被保険者証等受領

住所地特例
情報登録

介護保険
システム

被保険者証等作成

被保険者証等送付

送付・手渡し

被保険者証等

介護保険
システム

被保険者証等

受領

受領

住民情報

対象者確認 介護保険
システム

届出書
連絡票等

届出書・
被保険者

証等

必要に応じて
資格者証作成

必要に応じて
資格者証送付

連絡票等受領

施設入所・
退所連絡票

介護保険
システム

資格者証

送付

資格者証

連絡票・
通知書等

受領

資格継続（施設入所・変更等） 資格喪失（施設退所等）

住民情報
届出書・被保険者証等

※ 資格者証の発行はせず、
新しい被保険者証の交付と合
わせて、旧被保険者証の回収
を行う場合もあり。

※ 届出書等により異動を把
握し、被保険者証を即時発行
する場合は資格者証は発行せ
ず、連絡票の受領を待たない
場合もあり。

資格継続
（施設入所・変更等）

資格喪失（施設退所等）

資格継続の場合は住所地特例
適用届等、資格喪失の場合は
資格喪失届等を受領する。

施設入所の場合は他市町村
住所地特例者連絡票等、
施設退所の場合は施設退所
通知書等を受領する。
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施設 介護保険担当課
住民記録
担当課

保険者
市町村

区分 1 介護保険 大分類 02 被保険者資格 小分類 04 他市町村住所地特例者把握

他市町村
住所地特例
情報登録

介護保険
システム

連絡票・通知書
等作成

連絡票・通知書
等送付

送付

連絡票・
通知書等

介護保険
システム

連絡票・
通知書等

対象者確認 介護保険
システム

施設入所・
変更・

退所連絡票

施設入所・退所
連絡票等受領

施設入所・
変更・

退所連絡票

住民情報
受領

施設入所の場合は他市町村住所地
特例者連絡票等、施設退所の場合
は施設退所通知書等を送付する。

住民情報より、施設入退所を
把握し、施設へ連絡票の提出
を依頼する場合も含む。
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住民 介護保険担当課施設
住民記録
担当課等

施設所在市町村
介護保険担当課

区分 1 介護保険 大分類 02 被保険者資格 小分類 05 適用除外施設入所者把握

適用除外施設
入所者情報等登録

介護保険
システム

対象者確認 介護保険
システム

届出書等

届出書・
連絡票等受領

受領

届出書等

要介護／要支援
認定（※1）

施設退所

住民情報等

受領

連絡票等

※ 対象者を把握するにあたり、
住民情報等だけでなく、障害者
福祉担当課と連携し、対象者を
把握する場合もあり。

連絡票・
通知書等

連絡票・
通知書等

被保険者
資格情報登録

連絡票・
通知書等

連絡票・
通知書等

介護保険
システム

適用除外施設
入所者情報等登録

連絡票・通知書
等作成

連絡票・通知書
等受領

介護保険
システム

連絡票・通知書
等送付

受領

被保険者証等

被保険者証等
受領

施設入所による
資格喪失

被保険者証等

受領

※1 被保険者資格を
取得した場合

被保険者 
資格情報等登録 

介護保険
システム

業務フロー
[07.認定管理–
01.要介護／要
支援認定申請～
05.要介護／要
支援認定] 参照

業務フロー
[02 被保険者資格–
01.住民情報異動等
に伴う資格異動、
03.自市町村住所地
特例者把握 ] 参照

施設入所の場合は他市
町村適用除外者連絡票
等、施設退所の場合は
適用除外施設退所通知
書等を送付する。
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住民 介護保険担当課

区分 1 介護保険 大分類 03 保険料賦課 小分類 02 仮算定

対象者確認 介護保険
システム

保険料額・ 
期割額算定

介護保険
システム

通知書・
納付書作成

特別徴収開始通知書
納入通知書・納付書

介護保険
システム

通知書・
納付書送付

特別徴収開始通知書
納入通知書・納付書

賦課結果確認 介護保険
システム

仮算定一覧
通知書一覧
納付書一覧等

※ 通知書・納付書の印刷を外部委託している
場合における、印刷業者とのファイル連携等の
記載は省略している。

仮算定予定一覧等

送付

＜特別徴収対象者＞
特別徴収開始者のみに通知書を送付する場合は、
特別徴収開始通知書のみを作成する。

＜普通徴収対象者＞
普通徴収の暫定賦課を実施する場合は、普通徴収
対象者に対し、納入通知書・納付書を作成する。

代理納付分は、
生活保護担当課等、生活保護の
実施機関へ納付書を送付する。

6



住民 介護保険担当課
医療保険
担当課

特別徴収
窓口部署

区分 1 介護保険 大分類 03 保険料賦課 小分類 03 仮徴収額変更

対象者確認・
対象範囲設定

仮徴収額変更
（平準化）

通知書作成

通知書送付

納入通知書

仮徴収額
変更通知作成

介護保険
システム

仮徴収額
変更通知送付

特別徴収
各種異動情報

ファイル

国保・後期への
の情報連携

※ 通知書の印刷を外部委託している場
合における、印刷業者とのファイル連
携等の記載は省略している。

仮徴収額変更予定一覧等

平準化対象が
「8月の徴収額」
の場合

平準化対象が「6月および8月の徴収額」の場合

本算定賦課処理

介護保険
システム

介護保険
システム

賦課結果確認

介護保険
システム

仮徴収額変更一覧
通知書一覧等

介護保険
システム

納入通知書

特別徴収
各種異動情報

ファイル

送付

特別徴収
各種異動情報
ファイル

連携

送付

特別徴収窓口を通じ、
国保連合会経由で
年金保険者へ連携する。

国保・後期側の特別徴収
の算定のために、介護の
情報を連携する。

業務フロー
[03.保険料賦課-
04.本算定]参照

平準化対象が「8月の徴収額」の場合は、
本算定にて納入通知書を送付する。

年金保険者への連携と通知書の
作成・送付を並行して行う。
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住民 介護保険担当課
特別徴収
窓口部署

区分 1 介護保険 大分類 03 保険料賦課 小分類 04 本算定

特別徴収候補者以外

特別徴収
対象者情報受領

A

特別徴収候補者

受領

特別徴収
対象者突合

特別徴収
対象者情報
ファイル

介護保険
システム

特別徴収対象者
突合結果一覧等

対象者確認 介護保険
システム

保険料額・
期割額算定

介護保険
システム

本算定予定一覧等

年金保険者の対象者情報と
介護保険システムの被保険者
情報を突合し、必要に応じて
名寄せを行う。

年金保険者より国保連合会経由で
連携されたファイルを特別徴収窓
口より受領する。
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住民 介護保険担当課
医療保険
担当課

特別徴収
窓口部署

区分 1 介護保険 大分類 03 保険料賦課 小分類 04 本算定

通知書・
納付書作成

納入通知書
納付書

介護保険
システム

通知書・
納付書送付

納入通知書
納付書

A

特別徴収
依頼情報作成

特別徴収対象者

特別徴収
依頼情報送付

介護保険
システム

国保・後期への
の情報連携

連携

特別徴収依頼
情報ファイル

特別徴収依頼
情報ファイル

特別徴収依頼
情報ファイル

賦課結果確認

本算定一覧
通知書一覧
納付書一覧等

介護保険
システム

※ 通知書・納付書の印刷を外部委託してい
る場合における、印刷業者とのファイル連
携等の記載は省略している。

送付

送付

年金保険者への連携と通知書・納付書の
作成・送付を並行して行う。

特別徴収窓口を通じ、
国保連合会経由で
年金保険者へ連携する。

国保・後期側の特別徴収
の算定のために、介護の
情報を連携する。

代理納付分は、
生活保護担当課等、生活保護の

実施機関へ納付書を送付する。
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住民 介護保険担当課
特別徴収
窓口部署

区分 1 介護保険 大分類 03 保険料賦課 小分類 05 月割賦課

左記以外

特別徴収追加
候補者情報受領

A

特別徴収候補者

受領

特別徴収
追加候補者突合

特別徴収
結果情報
ファイル

介護保険
システム

特別徴収追加候補者
突合結果一覧等

対象者確認 介護保険
システム

保険料額・
期割額更正

介護保険
システム

月割賦課予定一覧等

年金保険者の追加候補者情報と
介護保険システムの被保険者
情報を突合し、必要に応じて
名寄せを行う。

年金保険者より国保連合会経由で
連携されたファイルを特別徴収窓
口より受領する。

隔月にて、特別徴収追加候補者情報を
受領する。
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住民 介護保険担当課
医療保険
担当課

特別徴収
窓口部署

区分 1 介護保険 大分類 03 保険料賦課 小分類 05 月割賦課

通知書・
納付書作成

納入通知書
納付書

介護保険
システム

通知書・
納付書送付

納入通知書
納付書

A

特別徴収各種
異動情報作成

特別徴収各種異動対象者
（追加／停止等）

特別徴収各種
異動情報送付

介護保険
システム

国保・後期への
情報連携

連携

特別徴収各種異動
情報ファイル

特別徴収各種異動
情報ファイル

特別徴収各種異動
情報ファイル

賦課結果確認

月割賦課一覧
通知書一覧
納付書一覧等

介護保険
システム

※ 通知書・納付書の印刷を外部委託してい
る場合における、印刷業者とのファイル連
携等の記載は省略している。

送付

送付

年金保険者への連携と通知書・納付書の作成・
送付を並行して行う。

なお、年金保険者への連携は、年金特別徴収に
係る情報交換スケジュールに沿って行う。
（ただし、運用により、12月または2月
　特別徴収開始に係る特別徴収追加依頼通知
　を送付しないことが可能。）

特別徴収窓口を通じ、
国保連合会経由で
年金保険者へ連携する。

国保・後期側の特別徴収
の算定のために、介護の
情報を連携する。

代理納付分は、
生活保護担当課等、生活保護の

実施機関へ納付書を送付する。
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住民 介護保険担当課金融機関

区分 1 介護保険 大分類 03 保険料賦課 小分類 06 口座振替依頼

申請内容確認

口座振替
申請書受領

受領

申請情報登録 介護保険
システム

口座振替
申請書

口座振替
申請書

A

窓口受付

申請内容確認

口座振替
申請書受領

金融機関からの回送

口座振替
申請書送付

金融機関処理済みの申請書を受領

口座振替
申請書再受領

口座振替申請書
（保険者保管分）

金融機関処理済み
の申請書を受領

口座振替申請書
（保険者保管分）

送付

口座のある金融機関へ
回送する。
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住民 介護保険担当課金融機関

区分 1 介護保険 大分類 03 保険料賦課 小分類 06 口座振替依頼

口座振替
開始通知作成

介護保険
システム

口座振替開始通知

口座振替
開始通知送付

送付

口座振替開始通知

各種保険料
賦課処理

口座振替
依頼情報作成

介護保険
システム

口座振替依頼書
口座振替データ

口座振替
依頼情報送付

口座振替依頼書
口座振替データ

送付

A

口座振替
依頼情報確認

介護保険
システム

口座振替依頼一覧等

業務フロー
[03.保険料賦課-02.仮算定]
[03.保険料賦課-04.本算定]
[03.保険料賦課-05.月割賦課]
参照

仮算定・本算定・月割賦課により
賦課された保険料期割額に
ついて、口座振替依頼を行う。

口座振替開始通知の作成・送付の
有無は、自治体の運用による。
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住民 介護保険担当課
生活保護
実施機関

区分 1 介護保険 大分類 03 保険料賦課 小分類 07 代理納付管理

代理納付
対象者確認

生活保護情報受領
生活保護対象者情報の共有

代理納付
対象者登録

代理納付対象者
情報共有

代理納付対象者情報の共有

介護保険
システム

介護保険
システム

※ 代理納付対象者は、介護保険システムで管理／生活保護シス
テムで管理／システム外管理等、管理方法が様々であるため、
当業務フローは介護保険システムにて管理する前提とする。

必要に応じて、生活保護
担当課等の生活保護実施機関と
賦課情報の共有等を行い、
代理納付対象者の特定を行う。

対象者の賦課情報を
画面等にて確認し、
代理納付の対象者がいるか
を判断する。
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住民 介護保険担当課

区分 1 介護保険 大分類 03 保険料賦課 小分類 08 減免・猶予管理

申請（取消）
内容確認・審査

減免・猶予
（取消）通知書

作成

介護保険
システム

保険料減免決定（取消）通知書
保険料徴収猶予決定（取消）通知書

減免・猶予
（取消）通知書

送付

送付

保険料減免決定（取消）通知書
保険料徴収猶予決定（取消）通知書

保険料減免・徴収
猶予申請書受領

受領

減免・猶予
（取消）情報登録

介護保険
システム

保険料賦課更正

保険料減免申請書
保険料徴収猶予申請書

承認（取消の決定）

不承認

※ 各タスクの括弧内は、
承認済みの減免・徴収猶予における
取消の運用を示している。 災害や生活困窮等により、保険料の

減免や徴収猶予を希望する被保険者
から申請を受け、手続きを行う。

※取消の場合、当タスクは無し。

運用により、減免・猶予情報登録後
の月割賦課にて保険料額変更を行う
場合あり。
業務フロー[03.保険料賦課-05.月割
賦課]参照
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住民 介護保険担当課金融機関

生活保護
実施機関

区分 1 介護保険 大分類 04 保険料収納 小分類 02 収納消込（自主納付・代理納付）

受領

収納消込結果確認 介護保険
システム

納付書

金融機関納付分・
コンビニ納付分等

納付書受領

収納消込
データ登録

納付書受領

受領

代理納付分

納付書
（またはデータ）

介護保険
システム

※ 納付書受領を会計担当課等が行い、財
務会計システム等から収納データを連携
される場合の記載は省略している。

窓口納付分

納付書受領

受領

納付書
（またはデータ）

消込エラーなし

消込エラーあり

収納消込
データ修正

介護保険
システム

収納消込結果一覧等

※ Pay-easyやクレジットカード等の電子
決済による納付については、「金融機関
納付分・コンビニ納付分等」含む。

代理納付分は、
生活保護担当課等、
生活保護の実施機関
から受領する。
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住民 介護保険担当課金融機関

区分 1 介護保険 大分類 04 保険料収納 小分類 03 収納消込（口座振替）

口座振替結果受領
受領

口座振替
結果データ

口座振替不能分

口座振替
不能通知書等作成

介護保険
システム

口座振替
不能通知書等送付

送付

口座振替不能通知書
・納付書

領収済分

口座振替不能通知書
・納付書

収納消込結果確認
介護保険
システム

収納消込
データ登録

介護保険
システム

消込エラーなし

消込エラーあり

収納消込
データ修正

介護保険
システム

収納消込結果一覧等

月次で、口座振替による
納付分の処理を行う。

口座振替不能分に対し、
口座再振替を行う場合の
記載は省略している。

口座振替不能通知書は
作成せず、督促状を送
付して通知を行う運用
にて代替可能。
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住民 介護保険担当課年金保険者

区分 1 介護保険 大分類 04 保険料収納 小分類 04 収納消込（特別徴収）

特別徴収
結果情報受領

受領

特別徴収結果
情報ファイル

収納消込結果確認
介護保険
システム

収納消込
データ登録

介護保険
システム

消込エラーなし

消込エラーあり

収納消込
データ修正

介護保険
システム

収納消込結果一覧等

隔月で、特別徴収による納付分の

処理を行う。
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住民 介護保険担当課
金融
機関

年金保険者

区分 1 介護保険 大分類 04 保険料収納 小分類 05 還付・充当

年金返納

年金返納分

年金返納分以外

還付・充当
通知書の作成

還付・充当
通知書等送付

A

年金返納
告知書等受領

還付・充当設定

過誤納情報の抽出 介護保険
システム

返納

年金返納
告知書等

介護保険
システム

受領

介護保険
システム

送付

還付（充当）通知書
充当通知書
還付請求書

還付（充当）通知書
充当通知書

※ 通知書等の印刷を外部委託し
ている場合における、印刷業者と
のファイル連携等の記載は省略し
ている。

保険料賦課更正

被保険者死亡後に支給された
年金から、特別徴収されてい
る保険料がある場合、年金保
険者から送付される。

画面への手入力、またはシス
テムにて一括設定を行う。
保険料の未納期別があるもの
は被保険者へ連絡の上充当を
行い、未納期別がないものは
還付を行う。

還付が発生した被保険
者全員または還付口座
が不明な被保険者に対
し、還付請求書を同封
する。

年金返納により未納分が発生
する場合、月割賦課により、
普通徴収期別への更正を行
う。
業務フロー[03.保険料賦課-

05.月割賦課]参照
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住民 介護保険担当課
金融
機関

年金保険者

区分 1 介護保険 大分類 04 保険料収納 小分類 05 還付・充当

還付請求書受領

口座振込依頼書・
データ作成

口座振込依頼書・
データ送付

介護保険
システム

口座振込依頼書
口座振込データ

受領

送付

A

還付請求書

口座振込
結果通知受領

受領

口座振込
結果通知確認

口座振込
結果通知

※ 口座振込依頼書作
成以降のフローにつ
いて、会計担当課等
の他部門が担当する
場合の記載は省略し
ている。

還付口座登録

還付口座をすでに
把握している対象者

還付請求書
返送者

介護保険
システム

口座振込依頼書
口座振込データ

被保険者が記入済みの
還付請求書を受領し、
指定の口座への振込手
続きを行う。

・公的給付支給等口座の利用
の意思がある場合は、情報提
供ネットワークシステムを通
じて公金受取口座情報を取得
し、介護保険システムに口座
情報を登録すること。
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住民 介護保険担当課

区分 1 介護保険 大分類 04 保険料収納 小分類 06 納付証明書発行

一括発行

対象者確認
収納情報確認

介護保険
システム

納付証明書作成 介護保険
システム

納付証明書

納付証明書送付
送付

納付証明書

納付証明書
作成対象者確認

介護保険
システム

納付証明書作成
対象者一覧等

個別発行

申請書受領
受領

申請書

対象者確認
収納情報確認

介護保険
システム

納付証明書作成 介護保険
システム

納付証明書

※ 自治体の運用により、証明書ではなく「納付
済額のお知らせ」「納付済通知書」等として発行
する場合があるが、その場合も当フローに従う。
また、納付証明書の一括発行を外部委託している
場合における、印刷業者とのファイル連携等の記
載は省略している。

被保険者からの希望を受けて、
個別発行を行う。
または年末調整や確定申告時期

に合わせ、一括発行を行う。
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住民 介護保険担当課

区分 1 介護保険 大分類 04 保険料収納 小分類 07 督促

対象者確認 介護保険
システム

督促状等作成

督促状・納付書

督促状等送付
送付

督促状・納付書

介護保険
システム

収納情報確認 介護保険
システム

※ 督促状の印刷を外部委託している場合
における、印刷業者とのファイル連携等
の記載は省略している。

本算定や月割賦課後、納期までに納付さ
れていない期別がある被保険者に対し、
督促を行う。

督促状作成後、収納情報の更新がないか
確認を行う。

未納期別の納付書を同封する場合は、
併せて納付書を作成する。
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住民 介護保険担当課

区分 1 介護保険 大分類 05 滞納管理 小分類 03 催告・猶予措置

対象者確認 介護保険
システム

催告書等作成

催告書・納付書

催告書等送付
送付

催告書・納付書

電話催告・
訪問催告

納付相談

分納相談・誓約

納付の見込みあり（分納）

分納納付書発行

来庁

分納納付書

発行

納付の見込み無し

納付の見込みあり
（猶予）

滞納処分

介護保険
システム

連絡・訪問

収納情報確認 介護保険
システム

介護保険
システム

分納誓約書

分納納付書作成

分納納付書

徴収猶予

※ 催告書等の印刷を外部委託している
場合における、印刷業者とのファイル連
携等の記載は省略している。

滞納者とのやり取りを通じて
納付の見込み有無を判断し、
見込みありの場合は、分納または
徴収猶予の手続きを行う。

督促後、依然として滞納期別があ
る被保険者に対し、催告を行う。

業務フロー
[04.滞納処分]
参照

催告書作成後、収納情報の
更新がないか確認を行う。

滞納期別の納付書を同封する場合
は、併せて納付書を作成する。

業務フロー
[03.保険料賦課
-08.減免・猶予管理]

参照
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住民 介護保険担当課他執行機関
（税務署等）

権利者
（金融機関等）

区分 1 介護保険 大分類 05 滞納管理 小分類 04 滞納処分

対象者確認
滞納情報確認

介護保険
システム

財産照会
文書作成

財産調査を他執行機関
（徴税担当課等）へ移管

受領

財産調査を
自課にて行う

介護保険
システム

財産照会
文書送付

財産照会
回答受領

各種財産
照会回答書

A

各種財産照会書

財産照会
回答結果確認

他執行機関
より財産調査
結果を受領

各種財産
照会書

財産調査
移管

移管

財産調査
結果受領

督促・催告後も滞納期別があり、
納付の見込みの無い被保険者に対し、
滞納整理を行う。

滞納者に支払い能力があるか、
財産状況の調査を行う。
先行して他執行機関にて財産調
査を実施している場合は、事務
を移管する。

勤務先や金融機関に対し、財産照会を
行い、給与や預金状況等を把握する。

送付
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住民 介護保険担当課他執行機関
（税務署等）

権利者
（金融機関等）

区分 1 介護保険 大分類 05 滞納管理 小分類 04 滞納処分

滞納処分
各種通知書作成

各種通知書滞納処分
各種通知書送付

送付

各種通知書
換価

（公売等）

A

滞納者に
支払能力あり

滞納者に支払能力なし

滞納処分の
執行停止決定

介護保険
システム

時効対象者確認 介護保険
システム

B

C

他の債務状況確認

先行して滞納処分を
行っている執行機関
がある（滞納処分を
他執行機関へ移管）

先行して滞納処分を
行っている執行機関がない
（滞納処分を自課にて行う）

滞納処分
移管

移管

不納欠損設定 介護保険
システム

時効予定者一覧等

滞納処分登録 介護保険
システム

財産の種類に応じ、被保険者・
権利者・金融機関・法務局等に
通知書を送付する。

公売等にて、差押えた財産
を換価する。

財産調査の結果、滞納者に支払い能力が
ある場合は、滞納処分を行う。
・先行して滞納処分を進めている執行機
関があれば、事務を移管する。
　（参加差押・交付要求）

・ない場合は、自課にて行う。（差押）
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住民 介護保険担当課
他執行機関
（税務署等）

権利者
（金融機関等）

区分 1 介護保険 大分類 05 滞納管理 小分類 04 滞納処分

充当通知書送付

CB

充当設定

充当通知書作成 介護保険
システム

充当通知書

配当確認

介護保険
システム

充当通知書

配当計算書

配当計算・
配当計算書作成 介護保険

システム

配当計算書送付
・配当

配当計算書

滞納処分
結果受領

他執行機関
より滞納処分
結果を共有

送付

送付

他執行機関から参加差押書を受
領している場合は、配当計算を
行い、他執行機関に換価で得た
金額を分配する。

他執行機関にて換価を
行った場合は、配当
された分について、
滞納額の充当を行う。
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住民 介護保険担当課
住民記録
担当課

住民税
担当課

年金保険者

区分 1 介護保険 大分類 06 受給者管理 小分類 01 減免／減額認定

認定申請受領
受領

申請内容確認

申請情報登録 介護保険
システム

申請書等

対象者の判定

認定結果登録

介護保険
システム

認定証等
作成

認定証等
送付

送付

認定証
通知書等

介護保険
システム

介護保険
システム

認定証
通知書等

認定か

Yes

通知書作成

通知書送付
送付

通知書

介護保険
システム

通知書

No

判定情報受領

住民情報等

受領

税情報等

非課税
年金情報

※ 負担限度額認定申請は、介護
保険ワンストップサービス（マ
イナポータルのぴったりサービ
ス）を利用したオンライン申請
も可能。

対象者の住民税情報・世帯情
報等を用いて判定を実施。
負担限度額については、世帯
の課税状況、非課税年金情
報、預貯金等も勘案し判定を
実施。（年次・月次・随時）

負担限度額及び社会福祉法人の
場合、預貯金等の資産要件に関
する情報も提出する。

認定の勧奨を事前に行い、申請
書の受領する場合もあり。
なお、勧奨を行うにあたり、住
民情報等を用いて仮の判定処理
等を行う場合もあり。

提示された預貯金等の内容
に疑義がある場合は金融機
関に照会を実施する。

＜減免／減額の種類＞
負担限度額、特定負担限度額、
社会福祉法人、旧措置者、利用者負担、
訪問介護、離島等地域における特別地域加
算および中山間地域等の地域における加算

に係る利用者負担額軽減

制度改正等に起因する負担限
度額見直し等の判定も含む。
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住民 介護保険担当課
住民記録
担当課

住民税
担当課

区分 1 介護保険 大分類 06 受給者管理 小分類 02 負担割合

負担割合判定

負担割合証等作成

負担割合証等送付

負担割合証等

介護保険
システム

介護保険
システム

送付

負担割合証等

判定情報受領住民情報等

税情報等

受領

負担割合の
変更有無

変更なし

必要に応じて
変更のお知らせ

作成

介護保険
システム

変更あり

対象者の課税状況、世帯情報等
により判定を実施。
住民税情報の年次処理後の年度
処理や、世帯構成異動・住民税
異動、転入や新規認定等により
随時、もしくは月単位で判定処
理を実施。

必要に応じて
変更のお知らせ

送付

変更のお知らせ

送付

変更のお知らせ

転入や新規認定時に認定結果
通知と負担割合証を併せて作
成し送付する場合もあり。
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住民 介護保険担当課

区分 1 介護保険 大分類 06 受給者管理 小分類 03 給付制限（償還払い化）

滞納状況確認

予告通知を行う場合

予告情報登録

予告通知書等作成介護保険
システム

予告通知書等送付

介護保険
システム

介護保険
システム

支払方法変更予告通知書
弁明書等

送付

支払方法変更予告通知書
弁明書等

弁明あり

弁明書等受領
受領

弁明書等

弁明なし

弁明理由等
内容確認・登録

介護保険
システム

弁明状況
確認・登録

介護保険
システム

予告通知を行わない場合

予告通知を行うか否かは
自治体の条例（納期限や
消滅時効等）による。

A B

要介護／要支援認定の

認定申請時に確認する。
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住民 介護保険担当課

区分 1 介護保険 大分類 06 受給者管理 小分類 03 給付制限（償還払い化）

給付制限
（償還払い化）

適用

給付制限
（償還払い化）
適用対象外

適用なし

介護保険
システム

支払方法変更
決定通知書等作成

介護保険
システム

支払方法変更
決定通知書等送付

支払方法の変更を適用してもなお納付がない場合

送付

支払方法変更決定通知書
被保険者証等

適用あり

支払方法変更決定通知書
被保険者証等

介護保険
システム

BA

支払方法の変更適用後、
納付された場合

給付制限
（償還払い化）
解除情報登録

介護保険
システム

被保険者証等作成

被保険者証等送付
送付

被保険者証
解除通知書

介護保険
システム

被保険者証
解除通知書

被保険者証については、
「給付制限」欄の「支払方法の
変更」の記載を消除する。

被保険者証については、
「給付制限」欄に「支払方
法の変更」を記載する。
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住民 介護保険担当課

区分 1 介護保険 大分類 06 受給者管理 小分類 04 給付制限（一時差止）

滞納状況確認

予告通知を行う場合

一時差止
予告情報登録

一時差止
予告通知書等作成

介護保険
システム

一時差止
予告通知書等送付

介護保険
システム

介護保険
システム

一時差止予告通知書
弁明書等

送付

一時差止予告通知書
弁明書等

弁明あり

弁明書等受領
受領

弁明書等

弁明なし

弁明理由等
内容確認・登録

介護保険
システム

弁明状況
確認・登録

介護保険
システム

予告通知を行わない場合

予告通知を行うか否かは
自治体の条例（納期限や
消滅時効等）による。

A B

支払方法の変更を適用された
被保険者が、納期限から１年
６か月間介護保険料を納付し
ていないか確認する。
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住民 介護保険担当課

区分 1 介護保険 大分類 06 受給者管理 小分類 04 給付制限（一時差止）

保険給付の
一時差止適用

保険給付の
一時差止適用外

適用なし

介護保険
システム

一時差止決定
通知書作成

介護保険
システム

一時差止決定
通知書送付

保険給付の一時差止後、納付された場合

送付

一時差止決定通知書

適用あり

一時差止決定通知書

介護保険
システム

BA

保険給付の一時差止
を行っても

なお納付がない場合

滞納保険料
控除登録

介護保険
システム

滞納保険料
控除通知書作成

滞納保険料
控除通知書送付

送付

滞納保険料控除通知書

介護保険
システム

滞納保険料控除通知書
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住民 介護保険担当課

区分 1 介護保険 大分類 06 受給者管理 小分類 05 給付制限（給付額減額）

徴収権消滅の
未納保険料の
状況確認

予告通知を行う場合

給付額減額
予告情報登録

給付額減額
予告通知書等作成

介護保険
システム

給付額減額
予告通知書等送付

介護保険
システム

介護保険
システム

給付額減額予告通知書
弁明書等

送付

給付額減額予告通知書
弁明書等

弁明あり

弁明書等受領
受領

弁明書等

弁明なし

弁明理由等
内容確認・登録

介護保険
システム

弁明状況
確認・登録

介護保険
システム

予告通知を行わない場合

予告通知を行うか否かは
自治体の条例（納期限や
消滅時効等）による。

A B

要介護／要支援認定の

認定申請時に確認する。
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住民 介護保険担当課

区分 1 介護保険 大分類 06 受給者管理 小分類 05 給付制限（給付額減額）

給付制限
（給付額減額）

適用

給付制限
（給付額減額）
適用対象外

適用なし

介護保険
システム

給付額減額
決定通知書等作成

介護保険
システム

給付額減額
決定通知書等送付

給付額減額の免除申請なし

送付

給付額減額決定通知書
被保険者証等

適用あり

給付額減額決定通知書
被保険者証等

介護保険
システム

BA

申請書等受領

給付額減額の

免除申請あり

受領

申請書等

給付額減額
免除情報登録

介護保険
システム

被保険者証作成

被保険者証送付
送付

被保険者証

介護保険
システム

被保険者証

被保険者証については、
「給付制限」欄に「給付

額減額」を記載する。

被保険者証については、
「給付制限」欄の「給付額

減額」の記載を消除する。
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住民 介護保険担当課
医療保険
担当課

区分 1 介護保険 大分類 06 受給者管理 小分類 06
給付制限（２号被保険者における

保険給付差止）

滞納状況確認

予告通知を行う場合

保険給付差止
予告情報登録

保険給付差止
予告通知書等作成

介護保険
システム

保険給付差止
予告通知書等送付

介護保険
システム

介護保険
システム

介護保険給付の支払
一時差止等予告通知書

弁明書等

送付

介護保険給付の支払
一時差止等予告通知書

弁明書等

弁明あり

弁明書等受領
受領

弁明書等

弁明なし

弁明理由等
内容確認・登録

介護保険
システム

弁明状況
確認・登録

介護保険
システム

予告通知を行わない場合

予告通知を行うか否かは
自治体の条例（納期限や
消滅時効等）による。

A B

受領

依頼書等

要介護／要支援認定の認定
申請時に確認する。
依頼書にて、医療保険者等
に当該要介護被保険者等の
納付状況を確認する。
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住民 介護保険担当課
医療保険
担当課

区分 1 介護保険 大分類 06 受給者管理 小分類 06
給付制限（２号被保険者における

保険給付差止）

保険給付の
差止適用

保険給付の
差止適用外

適用なし

介護保険
システム

支払一時差止等
処分通知書作成

介護保険
システム

支払一時差止等
処分通知書送付

保険給付の一時差止を適用しても
なお納付がない場合

送付

介護保険給付の支払
一時差止等処分通知書

被保険者証等

適用あり

介護保険給付の支払
一時差止等処分通知書

被保険者証等

介護保険
システム

BA

医療保険担当課
からの連絡により
納付された場合

保険給付の差止
解除情報登録

介護保険
システム

被保険者証等
作成

被保険者証等
送付

送付

被保険者証
介護保険給付制限
解除通知書

介護保険
システム

被保険者証
介護保険給付制限
解除通知書

被保険者証は、
「給付制限」欄の
「保険給付の差
止」を記載する。

被保険者証は、「給付制限」欄
の「保険給付の差止」の記載を
削除する。
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国保連合会 介護保険担当課

区分 1 介護保険 大分類 06 受給者管理 小分類 07 国保連受給者異動

受給者台帳作成

受給者台帳
内容確認

受給者台帳送付

異動連絡票
訂正連絡票等

介護保険
システム

介護保険
システム

送付

異動連絡票
訂正連絡票等

異動情報、
訂正情報等
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住民 介護保険担当課

医療保険者

区分 1 介護保険 大分類 07 認定管理 小分類 01 要介護／要支援認定申請

認定申請受領
受領

申請内容確認

申請情報登録 介護保険
システム

認定申請書
被保険者証

受給資格証明書等

通常申請

転入申請

資格者証
負担割合証

申請受理通知書
（第2号被保険者のみ）

資格者証等送付

送付

送付

※ 認定申請は、介護保険ワンストップ
サービス（マイナポータルのぴったり
サービス）を利用したオンライン申請
も可能。

要介護／要支援
認定

＜認定申請の種類＞
要介護（要支援）新規認定
要介護（要支援）更新認定
要介護（要支援）区分変更認定
転入による要介護（要支援）認定
住所地特例者転居に伴う認定申請
生活保護受給者の継続認定申請

申請情報の登録と併
せて、資格者証等を

必要に応じて作成

＜受領時の確認内容＞
被保険者証の回収
受給資格証明書の回収（転入時）
訪問調査先・調査希望日時等の確認
主治医の確認
滞納状況の確認

業務フロー
[07.認定管理–05.要
介護／要支援認定]

参照
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住民 介護保険担当課
事務受託法人
／委託事業者

区分 1 介護保険 大分類 07 認定管理 小分類 02 認定調査

調査先確認

調査員割当
確認・登録

認定調査票
等作成

介護保険
システム

介護保険
システム

調査依頼書
認定調査票等

介護保険
システム

認定調査依頼

認定調査

委託する場合 委託しない場合

調査結果等受領

調査結果等登録

訪問

送付

受領

調査結果等確認

介護保険
システム

調査依頼書
認定調査票等

認定調査票等

認定調査票等

認定調査は、介護保険システムの他に
認定審査会システムや認定ソフトを利
用した運用があるため、利用するシス
テムは適宜読み替えること。

認定申請時等に
調査先を確認

＜結果の主な登録方法＞
OCRでの登録
マークシート(OMR)での登録
モバイル端末(データ連携)での登録
システムへの直接登録(個別)
ファイル取込(データ連携)での登録
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介護保険担当課医療機関

区分 1 介護保険 大分類 07 認定管理 小分類 03 意見書作成

医療機関・
主治医確認

主治医
意見書等作成

主治医意見書等
作成依頼

介護保険
システム

介護保険
システム

作成依頼書
主治医意見書
請求書等

主治医意見書
等登録

主治医意見書
等受領

介護保険
システム

作成依頼書
主治医意見書
請求書等

送付

受領

主治医意見書
請求書等 主治医意見書

等確認

意見書作成は、介護保険システムの他
に認定審査会システムや認定ソフトを
利用した運用があるため、利用するシ
ステムは適宜読み替えること。

認定申請時等に
主治医の確認

＜結果の主な登録方法＞
OCRでの登録
マークシート(OMR)での登録
システムへの直接登録(個別)
ファイル取込(データ連携)での登録

請求書の作成・送付
は月1回等の定期的
な運用として実施す
る場合もあり。
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介護保険担当課審査員

区分 1 介護保険 大分類 07 認定管理 小分類 04 一次判定／二次判定（審査会）

審査会
日程登録

介護保険
システム

認定調査
意見書

登録状況確認

介護保険
システム

一次判定 介護保険
システム

審査会割当

審査会資料等
作成

介護保険
システム

介護保険
システム

審査会資料等
送付

審査会資料等

送付

審査会資料等
認定審査会実施

審査結果等登録
介護保険
システム

審査会資料等

一次判定／二次判定（審査会）は、
介護保険システムの他に認定審査会
システムや認定ソフトを利用した運
用があるため、利用するシステムは
適宜読み替えること。

＜一次判定の方法＞
・対象データを認定ソフトに連携し
認定ソフト側で実施。実施後に一次
判定結果を連携し登録。
・介護保険システムに認定ソフト組
込関数が組み込まれており、介護保
険システム側で実施。

＜再調査の場合＞
二次判定結果が再調査の場合、
認定調査あるいは意見書作成、
又はその両方を再度実施する。

＜結果の主な登録方法＞
システムへの直接登録(個別)
ファイル取込(データ連携)での登録
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住民 介護保険担当課

区分 1 介護保険 大分類 07 認定管理 小分類 05 要介護／要支援認定

認定結果登録

結果通知書等作成

認定の場合

結果通知書等送付
送付

結果通知書
被保険者証

負担割合証 等

介護保険
システム

介護保険
システム

結果通知書
被保険者証

負担割合証 等

却下の場合

却下通知書等作成

却下通知書等送付
送付

却下通知書
被保険者証等

介護保険
システム

却下通知書
被保険者証 等

※ 以下の運用については、申請から結果登録・通知書作成の流れの中、
もしくは処理後に必要に応じて行う。
　・職権操作による管理
　・取消通知書の作成
　・申請却下・申請取下の管理
　・サービス種類の変更管理、およびサービス種類指定結果通知書等作成
　・不服審査結果の管理
　・認定ソフトI/Fを使用した連携処理
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住民 介護保険担当課

区分 1 介護保険 大分類 07 認定管理 小分類 06 認定更新勧奨

対象者の確認

更新のお知らせ
等作成

更新のお知らせ
等送付

更新のお知らせ等

介護保険
システム

介護保険
システム

送付

更新のお知らせ等

庁内別部署や外部委託（国保
連合会、印刷業者等）で作成
する場合もあり。
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住民 介護保険担当課事業者
医療
機関

区分 1 介護保険 大分類 07 認定管理 小分類 07 情報提供

情報提供依頼

情報提供資料
作成

情報提供資料
送付

情報提供資料

介護保険
システム

送付

情報提供資料

依頼

※ 認定審査会に関する情報を
介護保険システム以外（認定ソ
フト等）にて管理している場合
は、利用するシステムは適宜読
み替えてください。

※ 事業者や医療機関においては、介護情報
基盤を用いた情報提供も可能。
介護情報基盤を用いた情報提供では、事業者
等からの依頼は不要となる。
介護保険システムにて提供情報を作成し、あ
らかじめ介護情報基盤へ連携しておくこと
で、権限を有する事業者や医療機関について
のみ介護情報基盤で閲覧することが可能とな
る。

医療機関からの提供依頼
は、意見書作成と合わせて
情報提供申請書の提出にて
依頼される場合もある。

主治医意見書
認定調査票
審査会資料
認定結果 等
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住民 介護保険担当課

区分 1 介護保険 大分類 07 認定管理 小分類 08 処分延期通知

対象者の確認

処分延期
通知書等作成

処分延期
通知書等送付

処分延期通知書
資格者証

介護保険
システム

介護保険
システム

送付

処分延期通知書
資格者証
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事業者等 介護保険担当課会計課

区分 1 介護保険 大分類 07 認定管理 小分類 09 謝金・報酬支払

請求書受領

請求情報登録

請求内容確認
請求書等

介護保険
システム

受領請求書等

支払用データ
等作成

介護保険
システム

支払データ登録
振込データ等

提出
財務会計
システム

必要に応じて
支払通知書等作成

認定調査委託料
意見書作成料の場合 審査員報酬の場合

提出

必要に応じて
支払通知書等送付

支払通知書等

支払通知書等

送付

振込データ等

※ 国保連合会への委託による運
用は当フローでは対象外とする。

振込データ等

請求情報の登録以降の運用に
ついて、支払内容や対象とな
る事業者によっては、介護保
険システム以外（財務システ
ム等）にて管理したり、担当
課が会計課等にて実施したり
する場合は以降のフローは対
象外とする。
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住民住民 介護保険担当課介護保険担当課国保連国保連

区分 1 介護保険1 介護保険 大分類 08 給付管理08 給付管理 小分類 02 居宅届出02 居宅届出

届出書等受領
受領届出書等

届出内容確認
対象者確認

介護保険
システム

届出情報登録 介護保険
システム

被保険者証
再作成

介護保険
システム

被保険者証

被保険者証
送付

送付

被保険者証

自己作成
の場合

給付管理票
作成

給付管理票
送付

送付

自己作成でない場合

給付管理票

介護保険
システム

※ 居宅届出は、介護保険ワンストップ
サービス（マイナポータルのぴったり
サービス）や介護情報基盤（介護WEBサ
ービス）を利用したオンライン申請も
可能。

給付管理票

給付管理票の作成・送付は国
保連合会システムにて直接登
録し実施する運用もある。
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住民 介護保険担当課事業者

区分 1 介護保険 大分類 08 給付管理 小分類 03 償還（住宅改修費）

相談受付
制度説明

相談

申請書等受領
（事前申請）

申請書等受領
（事前申請）

対象者からの申請 事業者からの申請

受領

受領（受領委任の場合）

不備書類の確認

事前申請・
審査結果登録

介護保険
システム

申請書
見積書
理由書等

申請書
見積書

理由書等

A

※ 国保連合会への委託に
よる運用は当フローで対象
外とする。

承認(不承認)
通知書送付

承認通知書作成 介護保険
システム

承認通知書

送付

送付
（受領委任の場合）

承認(不承認)通知書

※ 住宅改修費支給申請は、介護保険ワ
ンストップサービス（マイナポータル
のぴったりサービス）を利用したオン
ライン申請も可能。

申請自体は住民
が実施する場合
もあり。

・公的給付支給等口座の利用の
意思がある場合は、情報提供ネ
ットワークシステムを通じて公
金受取口座情報を取得し、介護
保険システムに口座情報を登録
すること。
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住民 介護保険担当課事業者

区分 1 介護保険 大分類 08 給付管理 小分類 03 償還（住宅改修費）

支給申請情報登録

支給審査

支給決定情報登録

介護保険
システム

決定通知書作成

支払通知

A

決定通知書送付

支給の場合

決定通知書

介護保険
システム

介護保険
システム

介護保険
システム

決定通知書

決定通知書送付

不支給の場合

送付

送付

決定通知書

送付（受領委任の場合）

送付（受領委任の場合）

申請書等
書類受領

（事後申請）

受領

申請書
領収書等

※ 住宅改修費支給申請は、介護保険ワ
ンストップサービス（マイナポータル
のぴったりサービス）を利用したオン
ライン申請も可能。

対象者からの申請

申請書等
書類受領

（事後申請）

事業者からの申請

受領（受領委任の場合）

申請書
領収書等

業務フロー
[08.給付管理–
07.支払通知]
参照

支払通知書は、決定
通知書と兼ねる場合
もあり。

・公的給付支給等口座の利用の
意思がある場合は、情報提供ネ
ットワークシステムを通じて公
金受取口座情報を取得し、介護
保険システムに口座情報を登録
すること。
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住民 介護保険担当課事業者

区分 1 介護保険 大分類 08 給付管理 小分類 04 償還（福祉用具購入費）

A

相談受付
制度説明

申請書等受領
（事前申請）

不備書類の確認

事前申請・
審査結果登録

介護保険
システム

事前申請あり 事前申請なし

申請書
見積書等

申請書
見積書等

受領

受領
（受領委任の場合）

※ 国保連合会への委託に
よる運用は当フローで対象
外とする。

承認通知書作成 介護保険
システム

承認通知書

承認(不承認)
通知書送付

送付

承認(不承認)通知書

送付
（受領委任の場合）

※ 福祉用具購入費支給申請は、介護保
険ワンストップサービス（マイナポー
タルのぴったりサービス）を利用した
オンライン申請も可能。

相談

申請自体は住民
が実施する場合
もあり。

・公的給付支給等口
座の利用の意思があ
る場合は、情報提供
ネットワークシステ
ムを通じて公金受取
口座情報を取得し、
介護保険システムに
口座情報を登録する
こと。

50



住民 介護保険担当課事業者

区分 1 介護保険 大分類 08 給付管理 小分類 04 償還（福祉用具購入費）

A

申請情報登録 介護保険
システム

支給審査

支給決定情報登録

介護保険
システム

介護保険
システム

B

申請書等受領

申請書等受領

受領

受領（受領委任の場合）

不備書類の確認

申請書
領収書等

申請書
領収書等

※ 福祉用具購入費支給申請は、介護保
険ワンストップサービス（マイナポー
タルのぴったりサービス）を利用した
オンライン申請も可能。

申請自体は住民
が実施する場合
もあり。

・公的給付支給等口座の利用の
意思がある場合は、情報提供ネ
ットワークシステムを通じて公
金受取口座情報を取得し、介護
保険システムに口座情報を登録
すること。
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住民 介護保険担当課事業者

区分 1 介護保険 大分類 08 給付管理 小分類 04 償還（福祉用具購入費）

決定通知書作成

支払通知

B

決定通知書送付

支給の場合

決定通知書

介護保険
システム

決定通知書

決定通知書送付

不支給の場合

送付

送付

決定通知書

送付（受領委任の場合）

送付（受領委任の場合）

業務フロー
[08.給付管理–
07.支払通知]
参照

支払通知書は、決定
通知書と兼ねる場合
もあり。
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住民 介護保険担当課事業者

区分 1 介護保険 大分類 08 給付管理 小分類 05 償還（その他償還）

申請書等受領
受領

不備書類の確認

申請情報登録 介護保険
システム

申請書等

支給審査

支給決定情報登録

介護保険
システム

介護保険
システム

決定通知書作成

支払通知

決定通知書送付

支給の場合

決定通知書

介護保険
システム

決定通知書

決定通知書送付

不支給の場合

送付

送付

決定通知書

送付（受領委任の場合）

送付（受領委任の場合）

※ 国保連合会への委託に
よる運用は当フローで対象
外とする。

業務フロー
[08.給付管理–
07.支払通知]
参照

＜主な対象＞
特例居宅介護サービス費
特例介護予防サービス費 等

支払通知書は、決定
通知書と兼ねる場合
もあり。

・公的給付支給等口座の利用の
意思がある場合は、情報提供ネ
ットワークシステムを通じて公
金受取口座情報を取得し、介護
保険システムに口座情報を登録
すること。
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住民 介護保険担当課事業者

区分 1 介護保険 大分類 08 給付管理 小分類 06 高額サービス費

申請書等受領

申請書等受領

過去申請なし 過去申請あり

申請情報登録

介護保険
システム

申請書等

A

対象者確認

申請書等

申請書等

勧奨通知等作成

申請情報変更介護保険
システム

介護保険
システム

勧奨通知等送付
送付

勧奨通知
申請書等

勧奨通知
申請書等

受領
（受領委任の場合）

支給対象者
把握

介護保険
システム

※ 国保連合会への委託に
よる運用は当フローで対象
外とする。

申請書等

申請書等

受領

受領
（受領委任の場合）

介護保険
システム

※ 高額サービス費申請は、介護保険ワ
ンストップサービス（マイナポータル
のぴったりサービス）を利用したオン
ライン申請も可能。

申請内容に
変更がある

場合。

受領

対象者の住民税情報等
を用いて負担上限額を
算定し、給付実績情報
より支給対象者の把握
を実施する。

・公的給付支給等口座の利用の
意思がある場合は、情報提供ネ
ットワークシステムを通じて公
金受取口座情報を取得し、介護
保険システムに口座情報を登録
すること。

・口座変更で、公的給付支給
等口座の利用の意思がある場
合は、情報提供ネットワーク
システムを通じて公金受取口
座情報を取得し、介護保険シ
ステムに口座情報を登録する
こと。

54



住民 介護保険担当課事業者

区分 1 介護保険 大分類 08 給付管理 小分類 06 高額サービス費

A

支給審査

支給決定情報登録

介護保険
システム

決定通知書作成

介護保険
システム

決定通知書

介護保険
システム

支払通知

決定通知書送付

支給の場合

決定通知書

決定通知書送付

不支給の場合

送付

送付

決定通知書

送付
（受領委任の場合）

送付
（受領委任の場合）

業務フロー
[08.給付管理–
07.支払通知]
参照

対象者の住民税情報等を
用いて負担上限額を算定

施設入所者等で受領委任
払いの対象を考慮し登録

支払通知書は、決定
通知書と兼ねる場合
もあり。
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住民 介護保険担当課事業者 会計課

区分 1 介護保険 大分類 08 給付管理 小分類 07 支払通知

支払データ作成 介護保険
システム

振込データ等
提出

支払通知書作成

支払通知書送付

介護保険
システム

支払通知書

支払通知書

送付（被保険者の場合）

提出

送付（事業者の場合）

※ 国保連合会への委託に
よる運用は当フローで対象
外とする。

決定通知書と兼ねてい
る場合は支払通知書作
成以降は実施なし。
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国保連 介護保険担当課事業者

区分 1 介護保険 大分類 08 給付管理 小分類 08 給付実績

給付実績情報
受領

受領

給付実績
情報等

給付実績情報
登録

介護保険
システム

再審査・
過誤申立

申立あり

申立書等受領
受領

申立書等

申立情報登録 介護保険
システム

申立なし

申立情報作成

申立情報送付

介護保険
システム

送付

申立書等

申立書等
エラー情報

受領

受領

エラー
情報

エラー対応

エラー情報

介護保険
システム

対応結果
送付

送付

対応結果

※ 毎月国保連合会より連
携される給付実績情報等の
取り込みはシステム上、機
会的な処理であるため、当
フローでは情報が取り込ま
れた後の運用のみを記す。

国保連合会に処理月の
翌月(受付期間に間に
合えば当月)提出。

再審査過誤に対
する決定通知書
情報等も含む。
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住民 介護保険担当課
他市
町村

医療保険
担当課

国保連

区分 1 介護保険 大分類 08 給付管理 小分類 09 高額合算（交付申請）

申請書等受領

不備書類の確認

申請情報登録 介護保険
システム

A

申請情報送付

自己負担額
情報受領

申請情報

受領

送付

自己負担額
情報

受領

自己負担額
確認・補正

介護保険
システム

補正済情報
作成

介護保険
システム

申請書等

申請書等

申請書等

※ 国保連合会への委託範囲や医療保険者との事務分
掌により、介護保険担当課による事務範囲は自治体
による。また、交付申請の受領後、介護保険システ
ムにて管理する給付実績情報等にて自己負担額証明
書を即時作成する場合もあり。

また、基準日医療保険者が自己負担額証明書に記載
されている情報を、情報提供ネットワークシステム
を使用して情報連携により取得を行う場合、当フロ
ーは不要とする。　

他市町村・医療保険
担当課からは申請書
の写しを受領する。
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住民 介護保険担当課
他市
町村

医療保険
担当課

国保連

区分 1 介護保険 大分類 08 給付管理 小分類 09 高額合算（交付申請）

A

補正済情報
送付

送付

自己負担額情報

自己負担額
証明書情報受領

受領

自己負担額
証明書情報

自己負担額
証明書情報登録

介護保険
システム

自己負担額
証明書作成

介護保険
システム

自己負担額
証明書送付

自己負担額
証明書

送付

自己負担額
証明書

高額合算
（支給申請）

他市町村・医療保険
担当課へ自己負担額
情報を連絡する。

業務フロー
[08.給付管理–10.高額
合算（支給申請）]
参照
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住民 介護保険担当課
医療保険
担当課

国保連

区分 1 介護保険 大分類 08 給付管理 小分類 10 高額合算（支給申請）

申請書等受領

受領

申請書(写し)
等

不備書類の確認

申請情報登録 介護保険
システム

A

申請情報送付

自己負担額
情報受領

申請情報

受領

送付

自己
負担額
情報

自己負担額
確認・補正

介護保険
システム

補正済情報
作成

介護保険
システム

※ 支給申請情報の管理に
ついては、国保連合会への
委託範囲や医療保険者との
事務分掌により、介護保険
担当課による事務範囲は自
治体による。

・公的給付支給等口座の利用
の意思がある場合は、情報提
供ネットワークシステムを通
じて公金受取口座情報を取得
し、介護保険システムに口座
情報を登録すること。
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住民 介護保険担当課
医療保険
担当課

国保連

区分 1 介護保険 大分類 08 給付管理 小分類 10 高額合算（支給申請）

A

補正済情報
送付

送付

自己負担額情報

支給額計算
結果受領

受領

支給額計算
結果

支給額計算
結果登録

介護保険
システム

支給決定
通知書作成

介護保険
システム

支給決定
通知書送付

支給決定
通知書

送付

支給決定
通知書 支払通知

業務フロー
[08.給付管理–
07.支払通知]
参照

支払通知書は、決定
通知書と兼ねる場合
もあり。
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住民 介護保険担当課

区分 1 介護保険 大分類 08 給付管理 小分類 11 介護給付費通知

対象者抽出

介護給付費
通知書作成

介護給付費
通知書送付

介護給付費
通知書

介護保険
システム

介護保険
システム

送付

介護給付費
通知書

出力内容確認

※ 国保連合会への委託に
よる運用は当フローで対象
外とする。

※ 通知書の印刷を外部委託している
場合における、印刷業者とのファイル
連携等の記載は省略している。

事業者情報の修正による
再作成や、送付対象外の
対象者の引き抜き等の実施
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関係機関 介護保険担当課

区分 1 介護保険 大分類 09 統計・報告等 小分類 01 報告資料作成

統計データ
出力

統計データ
確認

報告資料作成

介護保険
システム

介護保険
システム

報告資料

介護保険
システム

報告資料提出
提出

報告資料

※ 事業状況報告の資料は厚生労働省の
介護保険事業状況報告システムに提出。
なお、報告資料作成から介護保険事業状
況報告システムにて行うケースもあり。

事業状況報告
都道府県向け資料
議会等向け資料等

事業状況報告
都道府県向け資料
議会等向け資料等
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住民 介護保険担当課
地域包括

支援センター

地域包括
支援センター
／認定ソフト

区分 1 介護保険 大分類 10 総合事業 小分類 02 事業対象者

基本チェック
リスト作成

基本チェック
リスト結果登録

介護保険
システム

基本チェック
リスト

介護保険
システム

決定通知書等
送付

送付・手渡し

決定通知書
被保険者証
負担割合証等

相談受付
相談

地域包括支援センター
で判定しない場合

基本チェック
リスト

決定通知書等
作成

決定通知書
被保険者証
負担割合証等

介護保険
システム

基本チェック
リスト情報取込

地域包括支援センター
で判定する場合

連携

被保険者情報
引渡

連携
介護保険
システム

介護保険
システム

基本チェック
リスト情報引渡

介護保険
システム

連携
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住民 介護保険担当課
住民記録
担当課

住民税
担当課

区分 1 介護保険 大分類 10 総合事業 小分類 03 負担割合

負担割合判定

負担割合証等作成

負担割合証等送付

負担割合証等

介護保険
システム

介護保険
システム

送付

負担割合証等

判定情報受領住民情報等

税情報等

受領

負担割合の
変更有無

変更なし

必要に応じて
変更のお知らせ

作成

介護保険
システム

変更あり

対象者の課税状況、世帯情報等
により判定を実施。
住民税情報の年次処理後の年度
処理や、世帯構成異動・住民税
異動、転入や新規事業対象等に
より随時、もしくは月単位で判
定処理を実施。

必要に応じて
変更のお知らせ

送付

変更のお知らせ

送付

変更のお知らせ

転入や新規事業対象時に判定結
果通知と負担割合証を併せて作
成し送付する場合もあり。
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国保連合会 介護保険担当課

区分 1 介護保険 大分類 10 総合事業 小分類 04 国保連受給者異動

受給者台帳作成

受給者台帳
内容確認

受給者台帳送付

異動連絡票
訂正連絡票等

介護保険
システム

介護保険
システム

送付

異動連絡票
訂正連絡票等

異動情報、
訂正情報等
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住民 介護保険担当課

区分 1 介護保険 大分類 10 総合事業 小分類 05 介護予防ケアマネジメント届出

届出書等受領
受領届出書等

届出内容確認
対象者確認

介護保険
システム

届出情報登録 介護保険
システム

被保険者証
再作成

介護保険
システム

被保険者証

被保険者証
送付

送付

被保険者証

※ 介護予防ケアマネジメント届出は、
介護情報基盤（介護WEBサービス）を利
用したオンライン申請も可能。
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住民 介護保険担当課

区分 1 介護保険 大分類 10 総合事業 小分類 06
償還（介護予防・日常生活支援総合

事業費）

申請書等受領
受領

不備書類の確認

申請情報登録 介護保険
システム

申請書等

支給審査

支給決定情報登録

介護保険
システム

介護保険
システム

決定通知書作成

支払通知

決定通知書送付

支給の場合

決定通知書

介護保険
システム

決定通知書

決定通知書送付

不支給の場合

送付

送付

決定通知書

業務フロー
[10.総合事業-
08.支払通知]
参照

＜主な対象＞
訪問型サービス
通所型サービス
生活支援サービス　等

支払通知書は、決定
通知書と兼ねる場合
もあり。

・公的給付支給等口座の利用の
意思がある場合は、情報提供ネ
ットワークシステムを通じて公
金受取口座情報を取得し、介護
保険システムに口座情報を登録
すること。

68



住民 介護保険担当課

区分 1 介護保険 大分類 10 総合事業 小分類 07 高額介護予防サービス費相当事業

申請書等受領

申請書等受領

過去申請なし 過去申請あり

申請情報登録

介護保険
システム

申請書等

A

対象者確認

申請書等

申請書等

勧奨通知等作成

申請情報変更

介護保険
システム

介護保険
システム

勧奨通知等送付
送付

勧奨通知
申請書等

勧奨通知
申請書等

支給対象者
把握

介護保険
システム

※ 国保連合会への委託に
よる運用は当フローで対象
外とする。

受領

介護保険
システム

申請内容に変更
がある場合。

受領

対象者の住民税情報等を用いて負担
上限額を算定し、給付実績情報より
支給対象者の把握を実施する。

なお支給対象者の把握（支給計算）
は、高額介護予防サービス費の支給
額の算出後に実施する。

・公的給付支給等口座の利用の
意思がある場合は、情報提供ネ
ットワークシステムを通じて公
金受取口座情報を取得し、介護
保険システムに口座情報を登録
すること。

・口座変更で、公的給付支給等
口座の利用の意思がある場合
は、情報提供ネットワークシス
テムを通じて公金受取口座情報
を取得し、介護保険システムに
口座情報を登録すること。
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住民 介護保険担当課

区分 1 介護保険 大分類 10 総合事業 小分類 07 高額介護予防サービス費相当事業

A

支給審査

支給決定情報登録

介護保険
システム

決定通知書作成

介護保険
システム

決定通知書

介護保険
システム

支払通知

決定通知書送付

支給の場合

決定通知書

決定通知書送付

不支給の場合

送付

送付

決定通知書

業務フロー
[10.総合事業-
08.支払通知]
参照

対象者の住民税情報等を
用いて負担上限額を算定

支払通知書は、決定
通知書と兼ねる場合
もあり。
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住民 介護保険担当課会計課

区分 1 介護保険 大分類 10 総合事業 小分類 08 支払通知

支払データ作成 介護保険
システム

振込データ等
提出

支払通知書作成

支払通知書送付

介護保険
システム

支払通知書

支払通知書

送付

提出

※ 国保連合会への委託に
よる運用は当フローで対象
外とする。

決定通知書と兼ねてい
る場合は支払通知書作
成以降は実施なし。
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国保連 介護保険担当課事業者

区分 1 介護保険 大分類 10 総合事業 小分類 09
給付実績（介護予防・日常生活支援

総合事業費）

給付実績情報
受領

受領

給付実績
情報等

給付実績情報
登録

介護保険
システム

過誤申立
有無

申立あり

申立書等受領
受領

申立書等

申立情報登録 介護保険
システム

申立なし

申立情報作成

申立情報送付

介護保険
システム

送付

申立書等

申立書等
エラー情報

受領

受領

エラー
情報

エラー対応

エラー情報

介護保険
システム

対応結果
送付

送付

対応結果

※ 毎月国保連合会より連
携される給付実績情報等の
取り込みはシステム上、機
会的な処理であるため、当
フローでは情報が取り込ま
れた後の運用のみを記す。

国保連合会に処理月の
翌月(受付期間に間に
合えば当月)提出。
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住民 介護保険担当課
他市
町村

医療保険
担当課

国保連

区分 1 介護保険 大分類 10 総合事業 小分類 10
高額医療合算介護予防サービス費

相当事業（交付申請）

申請書等受領

不備書類の確認

申請情報登録 介護保険
システム

A

申請情報送付

自己負担額情報
（総合事業）受領

申請情報

受領

送付

自己負担額
情報

（総合事業）

受領

自己負担額
確認・補正

介護保険
システム

補正済情報
作成

介護保険
システム

申請書等

申請書等

申請書等

※ 国保連合会への委託範囲や医療保険者との事務分
掌により、介護保険担当課による事務範囲は自治体
による。また、交付申請の受領後、介護保険システ
ムにて管理する給付実績情報等にて自己負担額証明
書（総合事業）を即時作成する場合もあり。

また、基準日医療保険者が自己負担額証明書に記載
されている情報を、情報提供ネットワークシステム
を使用して情報連携により取得を行う場合、当フロ
ーは不要とする。

※ 実際の運用上は、業務フロー
[08.給付管理-09.高額合算（交付
申請）]と併せて実施することを
想定している。

他市町村・医療保険
担当課からは申請書
の写しを受領する。
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住民 介護保険担当課
他市
町村

医療保険
担当課

国保連

区分 1 介護保険 大分類 10 総合事業 小分類

A

補正済情報
送付

送付

自己負担額情報
（総合事業）

自己負担額
証明書情報受領

受領

自己負担額
証明書情報

自己負担額
証明書情報登録

介護保険
システム

自己負担額
証明書（総合
事業）作成

介護保険
システム

自己負担額
証明書（総合
事業）送付

自己負担額
証明書

（総合事業）

送付

自己負担額
証明書

（総合事業）

高額合算相当事業
（支給申請）

10
高額医療合算介護予防サービス費

相当事業（交付申請）

他市町村・医療保険
担当課へ自己負担額
情報を連絡する。

業務フロー
[10.総合事業-11.高額
医療合算介護予防サー
ビス費相当事業（支給
申請）]
参照
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住民 介護保険担当課
医療保険
担当課

国保連

区分 1 介護保険 大分類 10 総合事業 小分類

申請書等受領

受領

申請書(写し)
等

不備書類の確認

申請情報登録 介護保険
システム

A

申請情報送付

自己負担額
情報（総合事業）

受領

申請情報

受領

送付

自己
負担額
情報

（総合事業）

自己負担額
確認・補正

介護保険
システム

補正済情報
作成

介護保険
システム

※ 支給申請情報の管理に
ついては、国保連合会への
委託範囲により、介護保険
担当課による事務範囲は自
治体による。

※ 実際の運用上は、業務フロー
[08.給付管理-10.高額合算（支給
申請）]と併せて実施することを
想定している。

11
高額医療合算介護予防サービス費

相当事業（支給申請）
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住民 介護保険担当課
医療保険
担当課

国保連

区分 1 介護保険 大分類 10 総合事業 小分類

A

補正済情報
送付

送付

自己負担額情報
（総合事業）

支給額計算
結果（総合事業）

受領

受領

支給額計算
結果

（総合事業）

支給額計算
結果（総合事業）

登録

介護保険
システム

支給決定
通知書（総合
事業）作成

介護保険
システム

支給決定
通知書（総合
事業）送付

支給決定
通知書

（総合事業）

送付

支給決定
通知書

（総合事業）

支払通知

11
高額医療合算介護予防サービス費

相当事業（支給申請）

業務フロー
[10.総合事業-
08.支払通知]
参照

支払通知書は、決定
通知書と兼ねる場合
もあり。
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住民 介護保険担当課

区分 1 介護保険 大分類 10 総合事業 小分類 12 介護給付費通知

対象者抽出

介護給付費
通知書作成

介護給付費
通知書送付

介護給付費
通知書

介護保険
システム

介護保険
システム

送付

介護給付費
通知書

出力内容確認

※ 実際の運用上は、業務フロー
[08.給付管理-11.介護給付費通
知]と併せて実施することを想定
している。

※ 国保連合会への委託による運
用は当フローで対象外とする。

※ 通知書の印刷を外部委託している
場合における、印刷業者とのファイル
連携等の記載は省略している。

事業者情報の修正による
再作成や、送付対象外の
対象者の引き抜き等の実施
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